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1スマートシティの意義

データ利活用型スマートシティによる課題解決

人口減、高齢化、訪日外国人への対応、医療費の削減、教育
の高度化、頻発する災害対応等、都市の抱える課題が複合化

財政難の下、分野別情報システムの共有化・共有化が急務

従来のハード（土地、建物）中心の街づくりから、データ
を活用したソフト面での街づくりにテクノロジーがシフト

諸外国の先進都市で、スマートシティの取組が先行

行政サービスに必要な共通のプラットフォームを構築
し、複数分野の課題解決に活用することが効率的

データを積極的に収集し、これを分析してアプリ開発に
活かす等、ソフト重視の街づくりを推進することが必要

ICTによる地方の課題解決の推進ICTによる地方の課題解決の推進

現代の都市が抱える課題の複合化 街づくりにおけるデータ活用の進展

地方固有の
個別課題を解決
（単品メニュー）

地域が抱える
複数課題を解決
（コースメニュー）

地方が抱える固有の課題（観光、農林水産業、教育、医療、
雇用、防災等）を、ICTを有効活用して解決するモデル実証
（ICT街づくり推進事業）を平成24～26年度に実施。

引き続き平成27年度から、上記実証や表彰制度等で創出され
た各課題分野の成功モデルを各地に展開するための補助事業
を開始。

「ICT街づくり推進会議」（座長：岡素之・住友商事名誉顧
問）を開催し、現地に出向きつつ、上記事業の進捗管理を厳
格かつ丁寧に実施。

地方固有の課題に応じ、分野別成功モデルの横展開を推進。

Society5.0時代に求められる街づくりSociety5.0時代に求められる街づくり



2平成29・30年度 採択事業団体

会津若松市(H29)

高松市（H29）

さいたま市(H29)

横浜市(H29)

加古川市（H29）

富山市（H30）
益田市（H30）

京都府（H30）
Wi-Fiやビーコンからの人流情報のほか、民
間事業者からの購買情報や交通情報などを
活用した観光マーケティング分析
除雪車等にセンサを装着し路面凍結状況や
積雪量を把握し情報発信

AIチャットボットを活用した市民サービス全体
にまたがるコンシェルジュサービスを提供し、事
務の省力化･効率化を実現

健康・モビリティ・購買等のデータ収集・管理
活用するプラットフォームを構築し民間にも開
放
健康、見守り、熱中症対策等の総合サービ
スアプリを通じて市民や観光客に情報発信

諸課題を解決するために必要なデータの活用に
向け、市が保有する全分野のデータを検索する
ためのメタデータを登録するプラットフォーム構築

人口の98％をカバーする無線網を構築、児
童の位置情報等を活用し、通学状況を可
視化して安全対策に反映するほか、積雪量
等の監視による除雪効率化等に活用

デジタルサイネージを活用して人流情報を把握し、観
光戦略に反映するほか、災害時の避難誘導に利用
人の流れを把握して街灯の明るさを調節するスマート
ライトによりエネルギー効率化を実現

センサで児童の位置情報を把握し、地図上で可視
化するほか、バスの運行情報も把握できるインフラダッ
シュボードを構築し、防犯、防災、交通分野における
安心･安全な街づくりを推進

センサによる河川水位の把握による防災
対策、鳥獣の動態把握による被害対策

センサによる海・河川･ため池の水位情報を地図
上で可視化し、避難情報発出判断等を早期化
国籍･年齢等で属性化された観光客の動態デー
タを把握し、観光マーケティング戦略策定に反映
今後周辺自治体との広域連携を目指す

札幌市（H29）



3今後の方向性

政府一体となったスマートシティ事業の推進
① 総務省のスマートシティ事業・国土交通省モデル事業と連携した新たなスマートシ

ティモデルの構築
② ①の取組において内閣府の研究開発事業と連携し、内閣府・総務省・国交省・経

産省等による検討会議での成果をスマートシティ構築に反映
スマートシティの構成要素と相互の関連性（アーキテクチャ）の整理
データ及び連携基盤の標準化
スマートシティの評価手法の確立
セキュリティの確保

既存のスマートシティプロジェクトとの連携、周辺等の広域地域への拡張可能性等の確保
共通インタフェースにより、さまざまな分野における既存のシステム・プラットフォームとの
接続・データ相互運用性を確保
広域での低コストかつ効率的な基盤構築に向けた周辺自治体や同じ課題を抱えた
自治体間でのプラットフォーム共有化

Society 5.0を支えるデータ流通基盤としての５Ｇの地域展開やＡＩ、ＲＰＡなどの先
端技術も取り入れた地域づくりによる「Society 5.0時代の地方」の実現

標準化されたプラットフォームについては、国際展開も視野に関係省庁が連携して海外の
都市との間でも知見を共有


